
I．　は　じ　め　に

　本稿は，アメリカの環境訴訟における原告適格を検討するものである。

アメリカの原告適格に関する研究についてはすでに優れた先行業績が多く

あるが，本稿では，最新の動向を踏まえ，気候変動を素材として被害の蓋

然性に焦点を当てつつ原告適格の法理について考察する。

　連邦最高裁の原告適格の許否の流れは，ルハンⅡ事件判決で厳格な基本

的枠組みが定まり，その枠組みを維持しつつも蓋然的被害を認めたレイド

ロー事件判決やマサチューセッツ事件判決で拡大された。とくに，連邦清

浄大気法（Clean Air Act：以下，CAA）において連邦環境保護庁（Environ-

mental Protection Agency：以下，EPA）が気候変動の原因物質である二酸

化炭素の規制権限を有するか否かが争われたマサチューセッツ事件では，

最高裁により気候変動が引き起こす遠い将来の蓋然的被害も認められ，マ

サチューセッツ州に原告適格が認められた。

　しかし，２００９年のサマーズ事件最高裁判決では，将来的な環境の蓋然的

被害が認定されず，原告適格はその範囲を狭く解釈され否定された。未然

防止を趣旨とする環境法で蓋然的被害が認められないことは，環境法が機

能不全になりかねない。

　もう一つの本稿の問題関心である気候変動問題は，被害者の特定可能性，

被害発生の有無・時期・規模や因果関係に関する科学的不確実性，判決に

よる特定個人の救済可能性といった現代の環境問題が具備する特質を網羅

する。このような気候変動問題の特質は，環境訴訟全般に内在する問題を
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顕著に示しているといえよう。

　これらの特質が原告適格法理の中でどのように扱われ，原告適格の許否

にどのような影響を与えるかについて，本稿はとくに原告適格の要件の一

つである事実上の損害を中心に考察する。

　以上の関心を検討するにあたり，本稿では，アメリカの原告適格法理の

枠組みを概観した後に，連邦最高裁判決が蓋然的な被害に関連する訴訟で

原告適格の認否を判断する際に蓋然性をどのように扱ってきたかについて

主要な判例から検討する。そして，下級審における蓋然的被害に関する原

告適格の判断を考察した上で，気候変動訴訟における原告適格の法理を検

討し，気候変動訴訟において原告適格が認められる方途を探る。

　なお，本稿において「蓋然性」という言葉は，被害が起こる見込み，あ

るいはそのおそれがあるという意味合いで使用する。

（本稿は，環境法政策学会第１５回学術大会で報告し，環境法政策学会編『公

害・環境紛争処理の変容』（商事法務，２０１２年）２２４－２３７頁に掲載された拙

稿に加筆修正したものである。）

II．　アメリカの原告適格の枠組み

１．　連邦裁判管轄権と要件

　アメリカの裁判管轄は，連邦の裁判所制度と州のそれとの並立制である。

合衆国憲法上，最高裁を含む連邦裁判所が扱うことができる事件の範囲（司

法判断適合性）は，第３編第２条の「事件または争訟」（case and contro-

versies）に該当するものである。しかし，アメリカの連邦裁判管轄権の範

囲は，この憲法規定にとどまらず，三権分立論から発祥した裁判所が自ら

課した要件によっても判断される。

　司法判断適合性は「入口要件」とも言われ，その主な要件として，原告

適格，勧告的意見の禁止，紛争の成熟性（ライプネス），紛争の事後消滅
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（ムートネス），政治問題排除がある１）。

　本稿は，入口要件のうち原告適格を対象とするが，気候変動訴訟では他

の要件も重要な意味合いを持つ場合があるため，必要に応じて触れること

にする。とくに政治問題排除は，環境訴訟でまず問題にならないと言われ

てきた２）が，気候変動訴訟では大きな問題になることがある。

　政治問題排除の法理は，被害が不特定多数の者に共有される場合，その

ような被害は一般的不満（general grievance）と呼ばれ，一般的不満に該当

する問題は裁判所が判決によって対処すべきではなく，行政あるいは立法

が対処すべきであるというものである。

　気候変動問題は，特定の者に被害を与えるわけでなく，不特定多数，ひ

いては世界中の人間が被害を受ける類の問題である。したがって，気候変

動問題も政治問題として捉えられ，司法判断に適合しないとされるおそれ

がある。

２．　現行の原告適格の枠組み～ルハンⅡ事件最高裁判決３）

　現在の原告適格法理の枠組みは，ルハンⅡ事件最高裁判決で形成された。

ミネラルキング渓谷事件判決において原告の中に一人でも具体的で特定可

能な損害を受ける者がいれば原告適格が認められると判示されて以来，ア

メリカでは，環境訴訟における原告適格の範囲が拡大してきた。しかし，

保守的なスカリアが最高裁判事に就任して以来，一気に保守化の傾向が強

まり，原告適格の範囲も狭められることになった。その象徴的かつ転機と

なった事件がルハンⅡ最高裁判決である。

（１）　事件の概要

ESA（絶滅のおそれのある種の法）では，ある生物が絶滅危惧種または

危急種に指定された場合，速やかに当該種の重要生息地を指定することに
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１）　これらの入口要件については，畠山武道『アメリカの環境訴訟』（北海道大学
出版会，２００８年）１８－２６頁を参照。
２）　畠山，前掲注１，２６頁。
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なっており，重要生息地指定後は，種の持続的生存や生息地を破壊・悪化

させる一切の連邦行為を禁止している（§７（a）（２））。そして，連邦行政機関

が生息地に影響を与える可能性のある「主たる建設活動」をする場合，ESA

所管機関の内務省魚類野生生物局または商務省海洋漁業局と協議し，生息

地に悪影響を与える行為を回避する義務を連邦行政機関に対して定めてい

る（§７（b））。

　両局は，行政機関の海外活動も協議対象とする共管規則を定めたが，他

省庁からの不満を受け，協議対象を国内および公海での活動に縮小する新

規則を定めた。この新規則制定について，環境保護団体は，上記ESA §７（a）

（２）に違反する旨の宣言的判決と，旧規則にもとづいた新規則を制定する

ことを命じる差止命令を求めて出訴した。

　本件で形成された原告適格の枠組みは，事実上の損害，因果関係，救済

可能性の３つからなり，それぞれの内容は以下のとおりである４）。

（２）　事実上の損害

　事実上の損害は，①具体的で特定可能な（concrete and particularized）

損害，②現実的または切迫した（actual or imminent）損害，③法的に保護

された利益の侵害から構成される。

　①の具体的で特定可能な損害とは，環境が損害を受けるだけでなく，出

訴した原告（個人）の損害が特定されなければならないことを意味する。

ミネラルキング渓谷事件最高裁判決で判示されたように，環境団体が出訴

する場合，そのメンバーに被害が発生またはそのおそれがなければならな

い５）。

　②の現実的または切迫した損害とは，憶測や仮定でないことを意味し，

気候変動訴訟では科学的不確実性との関係が問題になる。切迫性の要素と

して，被害発生の明確性あるいはその客観性がある。これは客観的に被害
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４）　畠山，前掲注１，１４０－１４８頁。
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（１９７２）.



が将来的に起こるのか否かであるが，気候変動のような５０年後，１００年後に

発生する被害に切迫性があると捉えられるのかが問題となる。

　③の法的に保護された利益の侵害については，アメリカの環境訴訟では，

その範囲がわが国のそれに比べて非常に広く，経済的利益のみならず，た

とえば景観，レクレーション，審美なども入る。

（３）　因果関係

　因果関係は，損害が原因行為に明白に起因でき（fairly traceable）なけれ

ばならず，原告自身の法的利益を争わなければならない第三者の利益侵害

の主張禁止を意味する。気候変動訴訟では，特定の二酸化炭素排出行為が

原告自身の損害の原因行為と言えるのか，あるいは将来世代のための出訴

が第三者の利益侵害の主張にならないかが問題になる。

（４）　救済可能性

　救済可能性は，勝訴すれば損害が救済されること，換言すれば損害が請

求認容判決によって排除されることであるが，それが単なる推量（specu-

lative）ではなく，見込み（likely）がなければならない。つまり，勝訴に

よりほぼ確実に原告が救済される必要がある。気候変動の場合，特定の二

酸化炭素の排出を止めたからといって，気候変動が防止できると言えるの

かが問題になる。

III．　最高裁判決における蓋然性と原告適格

１．　レイドロー事件最高裁判決６）

（１）　事件の概要

　産業廃棄物処理業者のレイドロー社が日本の水質汚濁防止法にあたる

Clean Water Act（以下，CWA）の排水許可（NPDES）に違反する行為を繰

り返し行ったため，環境保護団体（Friends of the Earth：以下，FOE）が

市民訴訟を提起しようとしたところ，レイドロー社は州当局に自身に対す
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る訴訟を提起するよう求め，州当局は州裁判所に訴えを提起した。しかし，

州当局とレイドロー社は，民事課徴金１０万ドルの支払いと許可内容の遵守

で和解してしまった。

　FOEは，何百回もの排水基準違反，排水検査義務や報告書提出義務の違

反をしていることからレイドロー社が恒常的な許可違反行為をしていると

して，宣言的判決，差止命令，民事課徴金の報酬を求める市民訴訟を提起

した。FOEによれば，宣誓供述書には複数のメンバーがこれまでレイド

ロー社が投棄した河川を利用しており，レイドロー社の違反行為が身体や

環境に悪影響をもたらすために河川利用を中止したことが記されていた７）。

（２）　ルハンⅡの枠組み維持

　ルハンⅡ事件最高裁判決で原告適格の枠組みが形成され，以後もその枠

組みが維持されてきたことで，原告適格の範囲は狭められてきた。しかし，

レイドロー事件最高裁判決は，事実上の損害，因果関係，救済可能性と

いったルハンⅡ事件最高裁判決の枠組み自体を維持しているものの，蓋然

的被害を認めたことで，原告適格の範囲を広げたと言われる。

（３）　増加したリスクへの合理的関心

　本件で蓋然的被害を主張した FOEの原告適格を認める上で機能したの

が増加したリスクへの合理的関心（reasonable concerns）テストである。レ

イドロー社がCWAの排水許可に違反した川へ汚染物質投棄を繰り返してい

たことについて，最高裁は，違法に汚染水が投棄された川を利用していた

原告が汚染の存在をおそれているだけでは不十分であり，その汚染によっ

て川をレクレーションなどに利用できなくなることに関心があるか否かで

事実上の損害の有無を判断した。つまり，環境汚染の存在に対するおそれ

ではなく，原告が環境汚染によって自己の利益を侵害されることに対する

おそれを判断基準としている。

　この判断基準は原告の主観的要素に依拠するため，川の汚染により実際
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７）　畠山，前掲注１，２３１－２４２頁。



に環境損害が発生することの立証が不要になり，川が汚染されているとい

う事実に対する経済的利益，景観，レクレーションなどの利益に原告が合

理的な関心を寄せており，それが侵害されたことを主張すれば事実上の損

害が認められる８）。

（４）　因果関係

　また，因果関係について，原告である環境団体は，そのメンバーの環境

への合理的関心，すなわちそのメンバーがレクレーションなどで実際に川

を利用しており，その利用利益が侵害されることの立証で足りる。もっと

も，原告が単に汚染された川の近くに居住していることのみでは不十分で，

その川に対する何らかの合理的関心がなければならない。たとえば，原告

がその川を実際にレクレーションで利用しており，今後もその予定がある

のに汚染でレクレーションができなくなることをおそれていることを主張

しなければならない９）。

（５）　救済可能性

　救済利益について，本件では，不法排水投棄をした被告にすでに民事課

徴金が科されていたため，被告企業は，原告が勝訴したとしても，民事課

徴金が国庫に入るだけで，原告に入るわけではないから，原告に救済可能

性がないと主張した。しかし，本判決は，民事課徴金が有する全体的な違

法行為抑制効果が原告の救済利益になりうるとした１０）。

　このような立法意思を汲んだ判決だったため，学説上，レイドロー事件

最高裁判決は，議会の意思を尊重した政情回避の判決と評価されている。

これに対して，ルハンⅡ事件最高裁判決は，議会の意思とはかけ離れた三

権分立という憲法の原意主義に走った判決と指摘される１１）。
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８）　Laidlaw, supra note ６, at １８１–１８５. Robin Kundis Craig, Removing “The Cloak of 
a Standing Inquiry”: Pollution Regulation, Public Health, and Private Risk in the 
Injury-in-Fact Analysis, ２９ Cardozo L. Rev. １４９, １８１–１８３（２００７）.
 ９）　Laidlaw, id., at １８３–１８５; Craig, id, at １８１–１８３.
１０）　Laidlaw, id., at １８５–１８８.
１１）　畠山，前掲注１，１４７頁。
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２．　マサチューセッツ事件最高裁判決

（１）　事件の概要

　１９９９年に環境保護団体などがブッシュ政権の温暖化対策の無作為ぶりに

対してCAAの請願手続を利用して，二酸化炭素を含む温室効果ガスをCAA

の大気汚染物質に指定し，規制するよう請願した１２）。しかし，EPAは，

CAAで温室効果ガスを規制する強行規則を制定する権限を与えられておら

ず，たとえ当該権限があるとしても，温室効果ガスと気候変動の因果関係

が明らかではないため，規制の実施は不合理であるなどと判断して，請願

を却下した。２００３年，環境保護団体のほかに複数の州や自治体などがコロ

ンビア特別区巡回区控訴裁判所に訴訟を提起したが，具体的損害を主張し

ていないとして訴えは却下された。しかし，反対意見でマサチューセッツ

州だけは原告適格があるとされた１３）。

（２）　法廷意見（スティーブンス法廷意見）

　本件判決ではマサチューセッツ州だけに原告適格が認められた。その理

由は，以下のとおりである。

　①司法独自の基準に従って判断すべきという考え方にもとづいたルハン

Ⅱ判決と異なり，本判決は，レイドロー事件判決と同様に，個別の環境法

を定めた議会の意思を尊重しようとするものである。

　ルハンⅡ事件最高裁判決は，司法の消極主義や慎重主義と言われる考え

方にもとづいたものであり，三権分立を厳格に解する立場に立つ。この立

場は，裁判所がある紛争や問題に対して判決を出すことで行政や立法の権

力を侵害することに他ならず，三権を分立した憲法の趣旨に反すると考え

ている。そのため，市民訴訟で訴訟を提起し，判決を求める行為は，市民

が大統領や議会から権限を奪う，あるいは市民にそれらの権限を譲り移す

とみなされる１４）。
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１２） § ２０２（a）（１）of the Clean Air Act（CAA）, ４２ U.S.C. § ７５２１（a）（１）.
１３）　Massachusetts v. EPA, １２７ S. Ct. １４３８（２００７）, ５４９ U.S. ４９７（２００７）.
１４）　Lujan, supra note ３, at ５７６–５７７ ; Robin Kundis Craig, Will Separation of Powers
Challenges “Take Care” of Environmental Citizen Suits?　Article II, Injury-in-Fact, →



　しかし，マサチューセッツ事件最高裁判決は，レイドロー事件最高裁判

決の流れを受け，議会の意思を擁護する立場に立っている。すなわち，厳

格に過ぎる三権分立論を展開し，裁判所独自の基準（ないし価値観）にし

たがって判決を下すべきとするのではなく，特定の個別環境法において損

害や因果関係を特定し，市民訴訟を定めた連邦議会の意思・権限を尊重す

るものと解しうる１５）。

　②マサチューセッツ州が原告適格を認められたのは，parens patriae法

理１６）にもとづく州の特別な地位による。この法理で，外交などを連邦に委

譲した後に残る州民保護などの州の準主権的地位に関する権能が温暖化に

よる州有海岸の浸食により損なわれるとされた。

　具体的には，州民を保護する立場にある州は，仮に気候変動により海岸

が浸食されれば，州民を保護することができず，また州の領土保全を保て

ないことになる１７）。

　③事実上の損害（現実的で切迫した損害リスク）については，現実の損

害と将来の損害の双方を認定している。もっとも，気候変動の影響が認め

られたからといって，本件判決は，相当遠い将来の被害のみを認定したわ

けではない。本判決では，２０００年から２００７年にかけて海岸が数センチ減退

したとして，現在のマサチューセッツ州の海岸がすでに浸食されたと現実

の損害も認めている１８）。

　事実上の損害の切迫性の要素については，２１００年までの被害を予測した
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Private “Enforcers,” and Lessons from Qui Tam Litigation, ７２ U. Colo. L. Rev. ９３, 
９８–９９（２００１）; Stephen M. Johnson, Private Plaintiffs, Public Rights: Article II and 
Environmental Citizen Suits, ４９ U. Kan. L. Rev. ３８３, ４１８（２００１）.

１５）　Bradford C. Mank, Standing and Future Generations: Does Massachusetts v. 
EPA Open Standing for Generations to Come?, ３４ Colum. J. Envtl. L. １, ６８–６９
（２００９）.
１６）　飯泉明子「アメリカのパレンス・パトリエ訴訟に関する一考察」季刊企業と法
創造第７巻第２号（２０１０年）２９１－３２９頁。

１７）　Massachusetts, supra note １３, at １４５３–１４５４.
１８）　Id., at １４５５–１４５８; Robin Kundis Craig, supra note ８, at １９４–１９６.

→
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コンピューター・モデルを証拠採用し，これをもとに将来的に被害が起こ

るおそれがあると蓋然性を認めている１９）。

　④因果関係については，法廷意見は，海岸浸食の原因が気候変動にあり，

気候変動の原因が温室効果ガスにあると因果関係を比較的容易に認めた２０）。

　⑤救済可能性に関して，法廷意見は，EPAがCAAで二酸化炭素の排出を

規制することで州の利益が救済される実質的蓋然性があるとした。本件で

原告が EPAに二酸化炭素の排出規制を義務づけようとしたのは，アメリ

カ国内の移動発生源（自動車）からの排出だけである。周知のとおり，気

候変動防止には，アメリカ国内の，それも一部の発生源からの排出を規制

するだけでなく，世界的な排出抑制ないし規制が必要である。

　排出量の割合が多いとはいえ，アメリカ国内の一部の発生源に対する規

制のみでは，気候変動防止の効果は，微々たるものである。しかし，法廷

意見は，気候変動を防止することはできないが，地球規模で温暖化の進行

をわずかながらでも遅らせることができ，軽減できるため，救済の可能性

はあると判示した。同時に，コンピューター・モデルを証拠採用したこと

で，遠い将来の破滅的な被害のリスクは，きわめて現実的になりうると述

べた２１）。

（３）　反対意見

　本件判決には，ロバーツ判事から次のような反対意見が出された。

　①事実上の損害については，将来の被害の証拠があまりにも不確実で切

迫性がない。とくに，コンピューター・モデルにもとづく海面上昇の証拠

は憶測や仮定に該当し，現実的で切迫した損害とは言えないため事実上の

損害にあたらない。コンピューター・モデルは入力数値によって結果が大

きく変動するため，そのようなものを証拠採用すること自体問題がある。

また，法廷意見が採用したコンピューター・モデルは，２１００年の予測だっ

─　　─48１１４７（５８１）

１９） Id., at １４５５.
２０）　Id.
２１）　Id., at １４５６, １４５８.



たため，２１００年まで発生しない被害は切迫性がない。

　②救済可能性については，気候変動は地球規模の問題であるため，アメ

リカ国内の一部の排出（移動発生源）規制だけではマサチューセッツ州が

救済されず，救済利益がない。仮にインドや中国のようなアメリカ以外の

国で二酸化炭素やその他の温室効果ガスの排出量が増えれば，マサチュー

セッツ州の海岸浸食は防止できず，救済の見込みがない。

　③政治問題排除の法理に該当する。気候変動の被害は不特定多数または

全市民に及ぶため，気候変動問題は「一般的な不満」に過ぎず，行政や立

法が対応すべき政治問題であり，司法が介入すべき問題ではない。このよ

うな政治問題に司法が介入するのは，三権分立論から行政や立法の権限を

侵害することになる２２）。

３．　サマーズ事件最高裁判決２３）

　本件判決は，州のみとはいえ蓋然的被害により原告適格を認めたマサ

チューセッツ事件以降，州以外にも原告適格が拡大するかが注目されてい

た中で，原告適格の範囲をルハンⅡ最高裁判決に逆戻りさせ原告適格を否

定した。まさにスカリアの逆襲である。

（１）　事件の概要

　合衆国森林局が国立森林保護区内の火災で被害を受けた２３８エーカーの連

邦所有地にある廃材を販売するバーント・リッジ・プロジェクト（Burnt 

Ridge Project）を承認した後，複数の環境保護団体は，森林局に対してコメ

ント手続から２５０エーカー未満の廃材販売を免除している規制２４）の差し止

めを求め，バーント・リッジに適用されなかったその他の規制に異議申し
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２２） Id., at １４６３–１４６４, １４６７–１４７１（Roberts, C.J., dissenting）; Blake R. Bertagna, 
Comment, “Standing” Up for the Environment: The Ability of Plaintiffs To Establish 
Legal Standing To Redress Injuries Caused by Global Warming, ２００６ B.Y.U.L. Rev. 
４１５, ４４４–４４６（２００６）.

２３）　Summers v. Earth Island Institute, １２９ S. Ct. １１４２（２００９）.
２４）　１６ U.S.C. § １６１２ note.
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立てするために訴訟を提起した。

　当事者は，プロジェクトについて和解したものの，和解後間もなく，地

裁は，森林局の規制を無効とし，コメント手続の免除に関する全国規模で

の差し止めを命じた。第９巡回区控訴裁判所は，バーント・リッジ・プロ

ジェクトに無関係な規制に対する原告の主張は紛争成熟性を欠くものの，

当該プロジェクトに適用される規制が違法であるとした地裁の結論を支持

し，コメント手続免除の適用に対する全国規模の差し止めを支持した２５）。

（２）　スカリアの法廷意見（ルハンⅡの復活）

　①環境団体の被害は確実であるが，特定の個人の被害まで明らかでなく，

損害の具体性に欠けるとし，蓋然性にもとづく原告適格を否定した。

　スカリアは，環境保護団体の誰かが被害を受けるのは確実であるが，そ

れが誰かを特定できないレベルでは，ルハンⅡ事件最高裁判決で示された

事実上の損害の要件のうち具体的で特定可能な損害に当たらないと判示し

た２６）。統計的に，環境保護団体のメンバー数が多ければ多いほど，そのメ

ンバーのうちの誰かが将来的に被害を受ける確率（蓋然性）は高くなる

（後述Ⅳ参照）。しかし，スカリアは，本件においても事実上の損害には個

人の特定を求め，ルハンⅡ事件最高裁判決を復活させた。

　②損害の現実性に関しては，環境保護団体のメンバーがいまだ被害を受

けておらず，将来的に被害を受ける場所・時期を特定できない程度の蓋然

性では具体的でも切迫した損害でもないとした。スカリアは，本件では，

原告がそのことを立証していないと判示した。また，原告と被告が和解を

していることから，切迫した損害でもないとした２７）。

　法廷意見は，レイドロー事件最高裁判決の蓋然性にもとづく利用者テス

トを「奇異なアプローチ」として認めなかった２８）。

─　　─50１１４５（５７９）

２５） Summers, supra note ２３, at １１４８.
２６）　Id., at １１５１–１１５２.
２７）　Id., at １１４９–１１５１.
２８）　Id., at １１５１.



（３）　ブライヤー反対意見

　本判決の反対意見は，レイドロー事件およびマサチューセッツ事件最高

裁判決をもとにしたものである。ブライヤー判事の反対意見は，現実的脅

威（realistic threat）テストというものを提示した。現実的脅威とは将来的

に起こりうる切迫した損害のことを指す。

　マサチューセッツ事件最高裁判決では，数十年後，百年後に起こりうる

蓋然的被害を認定したため，ブライヤーにしてみれば，それよりも近い将

来に起こる蓋然的被害を認めるに憚られない。

　とくに，被害を受けるおそれのある原告は，場所・時期の正確な特定を

必要とせず，起こりうる将来的な損害＝現実的脅威を立証すればよい。ブ

ライヤーは，マサチューセッツ事件最高裁判決に即してマサチューセッツ

州の海岸のどこが何年何月に浸食することまで立証する必要がないと述べ，

本件でもそのような考え方に従うべきであると述べている２９）。

　また，原因行為が将来的に反復され，原告に現実的な脅威を与えるもの

（現実的蓋然性）であれば，切迫性を認めるべきであると述べている３０）。

　レイドロー事件最高裁判決で認められたものの，本件法廷意見が認めな

かった利用者テストについて，ブライヤーは，環境保護団体のメンバーが

過去に国有林地区を訪れたことが宣誓供述書に書かれており，被害を受け

る場所をとくに特定していないものの，将来的に被害を受けるおそれが何

千分の１の確率であるとして認めた３１）。

　本件の場合，広大な国有林地区の中のどこを原告が訪れるのかは特定で

きない。しかし，原告が国有林地区をたびたび訪れ，いずれかの樹木が伐

採された場所に遭遇することは，確率的にはありうることである。バーン

ト・リッジ・プロジェクトの地区には数千本の樹木があるので，確率上，
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２９） Id., at １１５６（Breyer, J., dissenting）.
３０）　Id., at １１５５–１１５６（Breyer, J., dissenting）.
３１）　Id. at １１５３–１１５５.　原告の環境保護団体シエラクラブは，メンバー数が７０万人以
上，Earth Island instituteは１５，０００人以上，Center for Biological Diversityは５，０００
人以上いる。
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数千分の一になる。それゆえ，ブライヤーは，原告が正確な時間，日付，

GPS座標を特定できない場合さえも，将来の被害の脅威が現実的になりう

るとした３２）。

　この点，ブライヤーが反対意見で述べた例え話は興味深い。それは，

ニューイングランド州に雪が降ることは予測できても，ニューイングラン

ド州のどの町に何年何月何日何時何分に雪が降るかは特定できない。この

ような場合，ニューイングランド州に雪が降るという程度の蓋然性を立証

すれば，切迫性があり，事実上の損害を認めるべきであると指摘した３３）。

（４）　両者のアプローチの違い（Lyons事件最高裁判決の解釈）

　本件判決の法廷意見と反対意見は，両者が引用し，将来的な損害の差止

めが争われた Lyons事件最高裁判決の解釈が分岐となっている。

　Lyons事件は，警察官に交通違反容疑で拘束され首を絞められた原告が

合衆国憲法第一修正などで保障された権利を侵害されたとして，損害賠償

請求に加えて，ロサンゼルス市に首絞めの差止めを求めた事件である。

　判決では，差止請求の原告適格は，警察官の首絞めによって将来の損害

を被る見込みの有無にもとづき，将来的に警察官に遭遇する見込みだけで

なく，すべての警察官が常に首絞めを行い，市がそれを命じたことを主張

しなければならないとした。そして，原告が再度警察官に拘束され首を絞

められる十分な見込みがあることは認められないため，原告の主張は単な

る推量にすぎないとされた３４）。

　スカリア法廷意見は Lyons判決が将来的に「確実な」被害発生を必要と

していると解釈し，ブライヤー反対意見は被害発生の蓋然性があれば足り

るとした。すなわち，スカリアによれば，将来的に確実に首を絞められる

ことを求めるため，どの警官に遭遇するのかがわからないならば，すべて

の警官が必ず首を絞めることを立証することが必要となる３５）。一方，ブラ

─　　─52１１４３（５７７）

３２） Id, at １１５６（Breyer, J., dissenting）.
３３）　Id. at １１５７.
３４）　Los Angeles v. Lyons, ４６１ U.S. ９５（１９８３）.
３５）　Summers, supra note ２３, at １１５０.



イヤーによれば，いずれかの特定の警官に首を絞められるかの立証は不要

で，首を絞める警官が警官の中におり，その警官に遭遇する可能性がある

ことを立証すれば足りる３６）。

　このブライヤーの見解をサマーズ事件に即せば，原告の環境保護団体は，

メンバーの少なくとも１人が森林局の行為によって合理的に近い将来に切

迫している被害を受けることだけを立証すればよく，どの場所のいずれの

樹木がいつ伐採されるかを立証する必要はないことになる３７）。

IV．　蓋然性に関する下級審の原告適格判断

　ここでは，連邦最高裁での蓋然的被害に関する原告適格判断に加えて，

かかる原告適格に対する下級審の認否動向について最高裁判決の影響に触

れつつ述べる。蓋然的被害にもとづく原告適格を認容した例として NRDC 

II事件高裁判決を，否定した例として Public Citizen事件高裁判決を紹介

する。

１．　蓋然性にもとづいた原告適格の認容例（NRDC II事件判決）

（１）　事件の概要と Natural Resources Defense Council v. EPA I ３８）

（NRDC I）

①　事件の概要

　原告の NRDCは，使用禁止になっているオゾン層破壊物質の臭化メチル

について，２００５年度に「重要な」（critical）農業での使用を適用除外にした

EPA最終規則３９）を訴えた。NRDCによれば，EPAの適用除外規則が１９８７

年モントリオール議定書での合衆国の条約義務に違反し，議定書の国内法
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３６） Id., at １１５６–１１５８（Breyer, J., dissenting）.
３７）　Bradford C. Mank, Summers v. Earth Island Institute Rejects Probabilistic Stand-
ing, But A “Realistic Threat” of Harm Is A Better Standing Test, ４０ Envtl. L. ８９, 
１１０–１１１９（２０１０）.
３８）　４４０ F. ３d ４７６（D.C. Cir.）（rejecting standing）, withdrawn, NRDC II, ４６４ F. ３d 
１（D.C. Cir. ２００６）.
３９）　４０ C.F.R. § ８２.４（p）（２００８）.
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CAA規定４０）にも違反すると主張した。NRDCは，規則における臭化メチ

ルの適用除外が合衆国内で真に重要な使用の範囲を超えている主張した４１）。

　原告適格について，NRDCは，適用除外対象の臭化メチルがオゾン層を

破壊し，メンバーの皮膚ガンや白内障を発症するリスクを増加させるため，

原告適格があると主張した。この主張を裏付けるため，NRDCは，専門家

の宣誓供述書を提出し，その宣誓供述書では２００５年度の適用除外規則に

よって１，６８０万ポンドの新規生産と消費から１０人以上の死亡，２，０００人以上

の非致命的な皮膚ガン，７００人以上の白内障が生じると述べられていた。

EPAは，NRDCに原告適格があることを認めたものの，専門家の仮説に誤

りがあると主張した４２）。

②　NRDC I判決

　コロンビア特別区巡回区控訴裁判所は，NRDCには原告適格がないとし

た。その理由は，NRDCメンバーに対する年間リスクが原告適格テストの

事実上の損害部分を満たすにはあまりにも遠い将来で憶測的であるからで

ある。専門家の宣誓供述書が今後１４５年以上の推定死亡数であり，約３億人

の合衆国人口すべてに敷衍するものであると理解して，「１４５年間で１０人以

上が皮膚ガンで死亡することに関して，EPA規則による死者数の蓋然性は，

年間一人あたり４２億分の１になる」と述べた。

　裁判所は，４９万人を抱える NRDCにおいては１，２００年に１人が死亡する

確率になるため，死亡リスクが「非致命的」であるとした。さらに，裁判

所は，その他のリスクも小さいと判断した。すなわち，１４５年以上かけて非

致命的な皮膚ガンになる確率は２，１００万分の１であり，白内障になる確率は

６，１００万分の１である。

─　　─54１１４１（５７５）

４０）　４２U.S.C. § ７６７１c（h）.
４１）　NRDC I, supra note ３８, at ４８０.
４２）　Cassandra Sturkie & Nathan H. Seltzer, Developments in the D.C. Circuit’s 
Article III Standing Analysis: When Is an Increased Risk of Future Harm Sufficient 
to Constitute Injury-in-Fact in Environmental Cases?, ３７ Envtl. L. Rep.（Envtl. Law 
Inst.）１０, ２８７, １０, ２９２ n. ８９（２００７）.



　裁判所は，かかる確率の損害が「些細」（trivial）であるため，被害の蓋然

性の増加が憶測の域を出ず事実上の損害を構成しえないとした。また，環

境または公衆の健康の因果関係は多くのリスク要素が複雑に絡み合うため，

誰かが発ガンする確率は現実の損害であるとは言い難く，時間的な近接と

いう意味でも切迫していないとした。その結果，実質的蓋然性テストを満

たすには不十分であると結論した４３）。

（２）　Natural Resources Defense Council v. EPA II（NRDC II）

　NRDCは，裁判所が現メンバーの生涯よりも長い１４５年以上にわたるとい

う誤った被害推定によりメンバーに対する臭化メチルのリスクを計算した

ことを理由に，再審理を請求して出訴した４４）。臭化メチルの大気中での寿

命が短いため，NRDCは，適用除外から生じるほぼすべての被害がメン

バーを含めて訴訟中に生存している人々の生涯の間に起こるため，裁判所

は年間リスクではなく生涯リスクにもとづいて計算するべきであったと主

張した。

NRDCは，裁判所の４２億分の１のリスク推定はメンバーに対するリスク

を過小評価しており，現実の死亡や重病のリスクは１０万分の１，すなわち４９

万人のメンバーのうち約５人が死亡や重病になるため，原告適格に十分で

あると主張した４５）。

NRDCの再審理請求に対して，EPAは，１４５年までリスクを分散させるべ

きでなく，生涯リスクを利用すべきであったことを認めたが，リスクが

NRDCの主張するように約４万倍も高くないと反論し，再審理に反対し

た４６）。

NRDC II裁判所は，「双方の当事者が原告適格問題に関する見解を変更さ
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４３） NRDC I, supra note ４１, at ４８１–４８４. Sturkie & Seltzer, ibid, at １０, ２９３も参照のこ
と。

４４）　Petition for Rehearing or Rehearing En Banc at ８–９, NRDC II, ４６４ F. ３d １（D.C. 
Cir. ２００６）（No. ０４–１４３８）.

４５）　Id., at ９–１１.
４６）　Respondent EPA’s Opposition to NRDC’s Petition for Rehearing or Rehearing 
En Banc, ibid., at ６.
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せるに至る新たな情報を提供した」として，再審理を行った４７）。

　NRDC II事件で，裁判所は，被害の増加したリスクが原告適格を認める

に十分である場合や，原告が当該リスクを定量化しなければならないかど

うかについて巡回区控訴裁判所の間に統一した見解がないとした上で，臭

化メチルの適用除外規則がメンバーの皮膚ガン生涯リスクを大幅に増加さ

せるため，NRDCが原告適格を有すると判示した。裁判所は，オゾン層破

壊によるリスクの最善の計測方法は生涯リスクであり，NRDC Iで使用さ

れた年間リスクの方法ではないという EPA専門家によって示された証拠

を認めた。

　NRDC II判決は，個人が EPA規則の結果として非致命的な皮膚ガンを

発症する生涯リスクは，訴訟参加した専門家によれば２０万分の１，EPA専門

家によれば１２万９千分の１のいずれかであるとした。裁判所は，約５０万人

の NRDCメンバーのうち２人から４人が EPAの規則の結果として生涯の

うちに皮膚ガンを発症し，この確率が NRDCに原告適格を付与するのに

十分な損害になると判断した。NRDC II判決は，蓋然的原告適格を認めた

顕著な例といえる４８）。

（３）　最高裁判例との関係

　コロンビア特別区巡回区控訴裁判所の NRDC II判決は，蓋然的原告適格

をもっとも強力に支持する事件である。人の生命・健康に被害を与えるこ

とを示す強力な統計的かつリスク評価の証拠が NRDC IIではあったため，

審美やレクレーションの損害が問題になったサマーズ事件とレイドロー事

件よりも，損害のレベルが相当高い事件であった。

　しかし，NRDC II判決はサマーズ最高裁判決の後に出されたため，本来

ならば，原告団体メンバーの皮膚ガン発症を知ることが不可能であるとし

て，原告適格を全面的に否定されたかもしれない。また，レクレーション

活動は NRDC IIでは争点とならなかったため，レイドロー事件最高裁判決

─　　─56１１３９（５７３）

４７） Id., at ３.
４８）　Id., at ５–７.



の合理的関心テストは適用し難い。

　仮に最高裁がサマーズ事件判決やレイドロー事件判決での原告適格枠組

みを維持するならば，おそらく NRDC II事件のような生命・健康にかかわ

る事件でも最高裁は原告適格を認めないであろう。つまり，最高裁の原告

適格の枠組みには，損害の重大性が考慮されていないのである。

２．　蓋然性にもとづいた原告適格の否定例

　学説では，NRDC II事件判決で原告適格が認められたのはむしろ特異で

あって，コロンビア特別区巡回区控訴裁判所が多くの蓋然的原告適格の請

求を否定するのではないかと危惧し４９），その危惧は実際サマーズ事件最高

裁判決後に現実のものになった。その典型例が以下の Public Citizen事件判

決である。

（１）　事件の概要と Public Citizen I～団体メンバーに対する将来の蓋然的

損害

①　事件の概要

　市民団体 Public Citizen（以下，PC）は，道路交通安全局（National 

Highway Traffic Safety Administration：以下，NHTSA）のタイヤの空気圧

監視装置の基準が PCの提案するものよりも緩いため，メンバーが自動車

事故による将来の損害のリスクが増加させられたと出訴した５０）。２０００年に，

連邦議会は，新しいタイヤの安全要件を求める Transportation Recall 

Enhancement, Accountability, and Documentation Act（TREAD Act）５１）を制

定した。本法は，運輸長官に対して，タイヤが大幅に膨張したことをオペ

レーターに知らせる警告システムを含む，新車規制を発行するよう求めた。
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４９） Sturkie & Seltzer, supra note ４２, at １０, ２９５–１０, ２９６.
５０）　Public Citizen I, ４８９ F. ３d １２７９, １２９１（２００７）, modified on reh’g, ５１３ F. ３d ２３４
（D.C. Cir. ２００８）（per curiam）.
５１）　４９ U.S.C. § ３０１２３.　新車にタイヤ空気圧監視システムを備えることを自動車
メーカーに義務付けたが，一方で，法律施行前に販売された自動車への対応策は整
備されていない。
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　２００５年に，NHTSAは，タイヤの安全性を規制する最終規則（連邦自動車

安全基準１３８）を公表した。基準１３８は，自動車タイヤの空気圧が熱膨張す

ることによりタイヤの破損が起こりうることをドライバーに警告するタイ

ヤ空気圧モニタリングシステムを新車に装着するよう自動車メーカーに求

める５２）。

　PCのほか，タイヤメーカー４社，タイヤ産業協会は，①空気圧モニター

があらゆる交換タイヤと互換する要件の欠如，②タイヤが大幅に膨張して

からダッシュボードの警告灯点灯が点くまで最大２０分の時間差があること，

③内圧の２５％以下の設定圧力（below-placard-pressure）基準の使用，④

NHTSAが圧力モニターに求めた検証５３）を理由に，基準１３８の取り消しを求

めてコロンビア特別区巡回区控訴裁判所に出訴した。

②　Public Citizen I事件判決

　PC I判決は，PCのメンバーに対する将来の蓋然的損害にもとづく団体

原告適格の主張に関するものである。しかし，裁判所の法廷意見は，メン

バーが交通事故で損害を受ける蓋然性を顕著にかつ直ちに（demonstrably 

and imminently）基準１３８が増加させる補足資料を PCが提出することを認

め，その資料が「具体的で」「特定された」損害を示したことを認めた。

　しかし，サマーズ事件判決と同様に，PC I判決は，PCの申し立てた将来

の損害が「現実的または切迫」したものであることに疑問を持った。裁判

所は，交通事故がいつ起こるかは誰も答えられず，特定の個人に交通事故

が起こる確率が極めて遠い将来で推測的であり，交通事故が起こる時期は

全く不確実である５４）とした。

　サマーズ判決の判決理由と同様に，PC I裁判所は，PCのメンバー１３万人

─　　─58１１３７（５７１）

５２） Tire Pressure Monitoring Systems, ７０ Fed. Reg. １８, １３６, １８,１３６（Apr. ８, ２００５）
（codified at ４９ C.F.R. pts. ５７１, ５８５）; Tire Pressure Monitoring Systems, ７０ Fed. 
Reg. ５３, ０７９, ５３, ０７９（Sept. ７, ２００５）（codified at ４９ C.F.R. pts. ５７１, ５８５）; Tire 
Pressure Monitoring Systems, ７０ Fed. Reg. at １８, １４８.

５３）　Public Citizen I, supra note ５０, at １２８６.
５４）　Id., at １２９３–１２９４.



の遠い将来の推測的な請求をまとめることに意味はなく，PCメンバーの

誰かではなく被害を受ける個人の特定を求めた。そして，遠い将来の蓋然

的被害に対する請求について，「ある当事者に連邦裁判所管轄権を得るため

にかかる遠い将来の推測的な請求を認めることは…最高裁の原告適格法理

を換骨奪胎するおそれがある」と述べ，最高裁の先例により司法権を行使

するべきでないとした５５）。

　続けて，「当法廷は，少なくとも①実質的に増加する被害のリスク，②増

加が考慮される実質的な被害の蓋然性の２つが双方とも揃ったならば原告

適格を認めたであろう」と述べ５６），増加するリスクのみによって具体的で

特定された現実の損害が構成されるという主張５７）を受け入れなかった。

　「第一に，ある出来事が起こるという単に増加したリスクは，全く抽象

的である。具体的，直接的，現実的，明白でもない。第二に，増加したリ

スクは，一様で一般的な方法で人々に降りかかる。ある集団のすべての者

は，同じ割合のリスクに遭うため，特定化されない。…第三に，最高裁は，

時間軸において，３種類の被害があると述べてきた。それは，現実の被害，

切迫した被害，切迫していない潜在的な将来の被害である。しかし，現実

の被害として将来の被害の増加したリスクを扱うことは，これらのカテゴ

リーを消し去ってしまう。このアプローチでは，起こりうる将来の損害は，

…切迫しているか否かに関係なく，単に起こりうることを理由に具体的で，

特定され，現実の損害となる。それは，最高裁の原告適格の先例を巧みに

避ける創造的方法を除いて，意味をなさない５８）。」

（２）　Public Citizen II事件判決

　PCが原告適格要件を満たさないとしたが，PC I裁判所は，団体メンバー

のいずれかの者が原告適格に足る損害を被ったかどうかを判断する補足的

下村：気候変動訴訟と原告適格

─　　─59 １１３６（５７０）

５５） Id., at １２９４–１２９５.
５６）　Id., at １２９５.
５７）　R. Sunstein, What’s Standing After Lujan?　Of Citizen Suits, “Injuries,” and 
Article III, ９１ Mich. L. Rev. １６３, ２２８（１９９２）.

５８）　Public Citizen I, supra note ５０, at １２９７–１２９８.
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な訴状を PCが提出することを認めた５９）。

　PCが追加訴状を提出した後，コロンビア特別区巡回区控訴裁判所は，

PC II事件判決６０）において，PCに原告適格がないと判示した。裁判所は，

団体メンバーが PCの代替案に比べて基準１３８による交通損害の顕著で切迫

した増加したリスクにあることを PCの統計的分析が示していないとした。

それは，PCが基準１３８によって引き起こされる損害の数を定量化できず，

PCの統計数値がタイヤ空気圧以外によって起こる損害も含まれていたか

らである６１）。

　ただし，裁判所は，NRDC II判決に照らして蓋然的原告適格にもとづく

訴訟をすべて禁止できないとも述べている。

　結局，小法廷は，本案での判決において蓋然的原告適格の適法性を扱う

ようコロンビア特別区巡回区控訴裁判所に勧めた。その理由は，最高裁に

より構築された切迫性の憲法要件は何がリスクを増加させ，どのリスクレ

ベルが事実上の損害を支持することになるかに関して正確な理解を求める

からである６２）。

（３）　最高裁判例との関係

　PC I判決は，団体メンバーの中に将来的に被害を受ける者がいるという

蓋然性にもとづく団体原告適格を否定することによって，サマーズ事件の

判決理由に類似する。PC判決とサマーズ判決の双方は，団体の不特定メン

バーに対する潜在的な将来の損害が切迫した損害を構成する最高裁のテス

トを満たさないと判示した６３）。

　PC裁判所は，蓋然的原告適格の請求が重大な権力分立問題を生じさせ，

─　　─60１１３５（５６９）

５９） Id., at １２９６–１２９８.
６０）　５１３ F. ３d ２３４（D.C. Cir. ２００８）.
６１）　Id. at ２３８–２４１.
６２）　Public Citizen II, ５１３ F. ３d at ２４１.
　センテレ（Sentelle）裁判官は，個別同調意見で，憲法第３編の連邦裁判所が権力
分立を理由に蓋然的原告適格を否定すべきであると主張した。Public Citizen II, 
supra note ６０, at ２４２（Sentelle, J., concurring）.

６３）　Summers, supra note ２３, at １１４９–１１５３.



現行政府行為が将来的に大多数の市民グループに損害リスクを増加させる

主張に関しては行政府および立法府が適していることを提示することによっ

てサマーズよりもさらに進んだ判決になった。

　スカリアは，ルハンⅡ事件判決において，原告が具体的な損害を有する

という原告適格法理の要件は現実の事件および紛争に司法権を限定するこ

とによって，また行政府および立法府に公益関連のその他の紛争を委ねる

ことによって，三権分立原理を推し進めると主張した６４）。

　しかし，サマーズ事件でスカリアは，PC判決とは異なり，蓋然的団体原

告適格に関する権力分立論に立ち入らなかった。考えられる理由として，

一つは，サマーズ法廷意見がサマーズ事件の解決に権力分立論が不要と考

えたことが想定される。

　もう一つの可能性は，その他の多数意見者がケネディ判事の単独の同調

意見に不同意だったことである。ケネディは，原告適格のために損害を構

成するものを定義する際に連邦議会の幅広い役割を強調した。それゆえ，

多数意見（保守派）は，事件の幅広い憲法の関連性に同意できなかったの

かもしれない６５）。

　サマーズ事件の前，裁判所は非環境事件よりも環境事件で蓋然的原告適

格を認めようとしてきたという主張があった。その代表的な裁判例が

NRDC IIで，本判決では環境問題に関連する事件での蓋然的原告適格を認

めた。一方で，非環境事件の PC事件は蓋然的原告適格を否定し，異なる

種類の分析が環境事件にも当てはまるか否かを扱わなかった。もっとも，

裁判所が蓋然的原告適格の全面否定によって環境事件を例外として受けい

れたかどうかは疑わしい。しかし，サマーズ事件判決は，環境事件におけ

る蓋然的原告適格を明確に否定した。

　サマーズ事件以降，裁判所は，おそらくレイドロー事件に由来するレク

レーション活動を妨げられたことに関連する事件を除いて，蓋然的原告適
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６４） Lujan, supra note ３, at ５７６–５７７.
６５）　Summers, supra note ２３, at １１５３（Kennedy, J., concurring）.
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格を認めないかもしれない。しかし，現在の汚染と現在のレクレーション

活動の変更の双方があるならば，レイドロー事件判決は，たとえ原告の主

な関心が将来生じる被害の蓋然性があるとしても，裁判所が原告適格を認

定しうることを意味する。将来的に，原告は，サマーズ事件判決を避けて

レクレーション活動を喪失する主張に絡む事件の事実を明らかにすること

によってレイドロー事件判決の射程内に入ることを追求できる。

V．　現行の最高裁原告適格の枠組みにおける気候変動訴訟の原告適格

　以下では，これまで述べてきた蓋然的被害に関する原告適格の動向を気

候変動訴訟に適用する。

１．　気候変動の蓋然的性質と事実上の損害要件の適合可能性

（１）　ルハンⅡ判決およびサマーズ判決の事実上の損害要件

　サマーズ事件判決は，NRDC IIのような事件で矛盾を露呈する。１２万９

千分の１または２０万分の１の確率で皮膚ガンを起こす政府行為を申し立て

る上で誰も原告適格を持たないからである。将来的に皮膚ガンを発症する

人でさえ，おそらく，臭化メチルの適用除外が特定の人に皮膚ガンを起こ

すことを証明できないために出訴できない。蓋然性理論は，いずれの個人

が実際に被害を受けるのかについて確実に予見できない。また，通常その

他の考えられる被害の原因が存在する６６）。

　それゆえ，原告は，将来的に不特定の者に被害を与える複雑な環境問題

を申し立てられなくなる。サマーズ判決は，将来的に被害を受ける特定の

個人を特定するルハン要件を補強する。代わりに，裁判所は，環境汚染が

少なくとも原告団体のメンバーの一人に被害を与える現実的な蓋然性があ

るならば，原告適格を認めるだろう６７）。
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６６） Heather Elliott, The Functions of Standing, ６１ Stan. L. Rev. ４５９, ５０５（２００８）.
６７）　Bradford C. Mank, Standing and Statistical Persons: A Risk-Based Approach to 
Standing, ３６ Ecology L.Q. ６６５, ６８９, ７２４, ７２８–７３０, ７３２–７３３, ７３９（２００９）; Lujan, 
supra note ３, at ５６０–５６１.



　ルハンⅡ事件とサマーズ事件の最高裁判決にもとづく原告適格要件の解

釈・適用にしたがえば，原告は将来的に被害を受ける個人，場所，時期の

明確な特定を求められるため，具体的な被害を受ける個人，場所，時期を

特定できない気候変動訴訟においては，損害の具体性および特定性を立証

することはほぼ不可能である。

　また，現実性または切迫性は，被害が発生する確率があることを示すだ

けでは不十分であり，確実で定量的な証拠を示す必要があるため，蓋然性

（一定レベルの確率）を示すだけでは，原告適格は認められないであろう。

（２）　レイドロー事件判決の合理的関心テスト

　レイドロー事件判決の合理的関心事テストは，被害が起こる蓋然性を評

価する。関心は，もし起こる可能性が極端に低い場合には合理的ではない

ため，レイドロー事件判決によって裁判所は被害の蓋然性を考慮せざるを

得ない。もっともレイドロー事件判決は，原告に対してレクレーション活

動の現在の妨害を申し立てるよう求めることによって，蓋然的分析の範囲

を制限していることに疑いがない。しかし，レクレーション活動の機会喪

失を申し立てる原告に対して，裁判所は，被害の合理性または蓋然性を最

終的に評価しなければならない。レクレーション活動の機会喪失を明確に

申し立てるいずれの原告も，サマーズ事件判決の厳格な原告適格枠組みの

例外としてレイドロー事件判決の合理的関心を使用できる６８）。

　しかし，合理的関心テストは，相当に主観的なテストであり，どのよう

な判断基準で合理的関心を構成するのかについて，レイドロー事件最高裁

判決はとくに述べていない。このテストの気候変動訴訟への適合性につい

ては，将来的に気候変動が起こることに対する漠然とした危惧だけでは不

十分であり，原告が有する利益（レクレーションなど）が侵害されるおそ

れがあり，その侵害のおそれに対する危惧がなければならない６９）。
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６８） Laidlaw, supra note ６, at １８１–８５.
６９）　下級審で合理的関心テストにもとづき蓋然的被害を認めたものとして，Friends →

１１３２（５６６）
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　具体的には，温室効果ガスの排出量が増加し続け，将来的に気候変動が

起きるおそれがあるとして，合理的関心テストでは，「気候変動により海

面が上昇することに対するおそれを抱いている」という漠然とした不安だ

けでは原告適格は認められない。仮に気候変動訴訟で合理的関心テストが

適用され，原告適格が認められるとすれば，「気候変動により海面が上昇

すれば海岸が浸食される。毎年海水浴に行っている海岸が浸食されれば，

レクレーションができなくなり，このような海岸利用ができなくなること

を危惧している」といった具合になろう。

　しかし，特定の区域・地域が汚染される場合と異なり，気候変動の海面

上昇によって，レクレーション利益が侵害される程度に毎年利用している

海岸が浸食されることを立証するのは極めて困難と言わざるをえない。

（３）　現実的脅威テスト（サマーズ事件反対意見）

　気候変動の被害の蓋然的性質からすれば，気候変動訴訟で原告適格が認

められる可能性が高いものは，ブライヤー判事が提唱した現実的脅威テス

トであろう。

　ブライヤーの現実的脅威テストは，現実的または切迫した被害の立証を

求めるサマーズ事件判決の法廷意見におけるスカリアの伝統的なテストよ

りも，原告適格の目的において損害が生じたか否かを決定する合理的な方

法論である。現実的な被害の脅威は，原告適格を認めるに充分になるべき

である。現代の科学は，多くの環境及び健康の脅威が当然に蓋然的である

ことを理解している。なぜなら，有毒化学物質に曝露した一定割合の市民

だけが被害を受けるおそれがあるからである。

　加えて，ブライヤーの現実的脅威テストは，レイドロー事件判決の合理

的関心テストであいまいだった部分を明晰にしうるかもしれない。レイド

ロー事件判決は，合理的関心を構成する者に関して何ら指針を与えていな
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of the Earth, Inc. v. Gaston Copper Recycling Corp, ２０４ F. ３d １４９（４th Cir. ２０００）
（en banc）; Ecological Rights Foundation v. Pacific Lumber Co., ２３０ F. ３d １１４１（９th 
Cir. ２０００）.

→
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い。その当時の科学にもとづいて，レイドロー事件判決の原告は，原告の

いずれかが物理的被害の危険にあることを立証できなかった。それにもか

かわらず，最高裁は，原告適格を認めた。

　ブライヤーの現実的脅威テストは，原告団体，少なくともそのメンバー

の一人が実際に将来的に被害を受けることを示す必要があることを提案す

る７０）。現実的脅威テストは，レイドロー事件判決の合理的関心テストより

は気候変動訴訟の原告適格認容に対して理論的に整合性が高いと思われる。

したがって，裁判所は，レイドロー事件判決での不安定な合理的関心テス

トを補強し，それに取ってかわって現実脅威テストを使用できる。

　気候変動は，誰がどこでどのような被害を受けるかを特定できない，あ

るいは立証できない。しかし，現実的脅威テストは，気候変動が起こるこ

とが予見される場合，それにより被害を受ける個人や場所，時期の特定ま

でを求めず，原告が環境保護団体にメンバーの誰かが被害を受けることを

立証すれば足りるからである。

　もっとも，これは，前述した巡回区控訴裁判所での NRDC事件や Public 

Citizen事件のように，原告が被害を受ける確率の問題である。たとえば環

境保護団体が原告である場合，団体メンバー数が多ければ多いほど，その

メンバーの中の誰かが被害を受ける確率が高くなる。したがって，原告の

数や規模において公平性の問題が生じる７１）。

２．　その他の原告適格要件の適合性

　気候変動訴訟における原告適格に関しては，上記の事実上の損害の要件

ほか，因果関係，救済可能性の要件も問題になるため，ここで述べておき

たい。
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７０） Elliott, supra note ６６, at ５０４–５０５ & n２２２.
７１）　もっとも，原告適格の認否にあたって団体のメンバー数や規模は関係ないとす
る意見もある。Elliott, supra note ６６, at ４９３ & n. １６０, ５０４–５０５.

１１３０（５６４）
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（１）　因果関係

　気候変動訴訟において因果関係の要件は，①特定の温室効果ガス排出行

為と被害の因果関係，②実際に被害を受ける人間が現世代に限らず将来世

代も含むため，特定の排出行為と将来世代の被害の因果関係の２つが問題

となる。因果関係の要件は，Ⅱ章で述べたように，温室効果ガスの排出行

為が生じた損害に明白に起因していなければならない。

　①の場合，いずれの排出源で排出された温室効果ガスが，たとえば海面

上昇による海岸浸食を引き起こしたのかを立証しなければならない。しか

し，排出源が不特定多数あり，それらの排出源から排出された温室効果ガ

スが集積して地球全体に影響を及ぼす気候変動問題において，このような

因果関係の立証は困難を極めよう７２）。

　②は，原因行為と被害発生の時間差の問題である。つまり，気候変動の

被害は，排出が行われた世代で発生するとは限らず，将来世代において発

生する。現世代が特定の排出行為について出訴することは，将来世代のた

めの出訴と解釈されかねない。アメリカの原告適格法理では，第三者利益

のための出訴が禁止されている７３）ため，将来世代に関する因果関係の要件

を満たすのは難しい７４）。

　この点，マサチューセッツ事件最高裁判決が将来被害だけでなく既に現

実被害が起きていることも認定したことは注目されよう。

（２）　気候変動被害の救済可能性

　特定の温室効果ガス排出源に対する規制がどの程度の効果があり，損害

が排除されるのかが問題になる。マサチューセッツ事件最高裁判決では，

世界的に見ればわずかな効果でもあれば，救済可能性はあるとされた。し

かし，同判決の反対意見で指摘されたように，国内の一部でのみ排出抑制

対策を行っても，世界全体で排出抑制しなければ意味がないとされれば，
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７２）　この点，マサチューセッツ事件最高裁判決は，自動車からの二酸化炭素の排出
と海岸浸食の関係を比較的容易に認めてしまったと言えるかもしれない。

７３） Duke Power Co. v. Carolina Environmental Study Group, ４３８ U.S. ５９（１９７８）.
７４）　Mank, supra note １５, at ２３–２４.
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救済可能性は認められないであろう。

３．　政治問題排除の法理

　司法判断適合性（入口要件）の１つである政治問題排除の法理も，気候

変動訴訟では言及されることがあるため述べておきたい。

　気候変動訴訟の文脈で原告適格以外の入口要件で問題になるのは政治問

題排除の法理である。不特定多数の人間が被害を受ける一般的不満は，三

権分立論から行政や立法に任せるべきであるという法理である。これは，

マサチューセッツ事件最高裁判決の反対意見でも言及された。

　下級審でも，Connecticut v. American Electric Power７５）は，原告適格の

有無を検討することなく，地球温暖化の問題に関する複雑な政治問題は行

政・立法機関による解決が妥当であるため，裁判所の管轄権を超えた政治

問題であると判示した。本判決は，次のような事項の判断が裁判所の管轄

権になじまないとした。①被告の二酸化炭素の排出に上限を設定する適切

なレベルの判断，②被告に課す適切な削減割合の判断，③それらの削減を

実施するスケジュールの作成，④気候変動に関する他国と合衆国の交渉に

関する救済の意味を判断しバランスを取ること，⑤利用可能な代替的なエ

ネルギー資源の評価と測定，⑥合衆国のエネルギーと安全保障に関する救

済判決の意味を判断しバランスを取ること。

　もっとも，政治問題排除の法理は，それほど絶対的な法理ではなく，実

際マサチューセッツ事件判決では，気候変動リスクは非常に幅広く共有さ

れているが，それ自体がマサチューセッツ州の準主権的利益を軽視する根

拠とはならないと述べている７６）。
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７５）　４０６F. Supp. ２d ２６５, ２７１–２７４（S.D.N.Y. ２００５）.
７６）　Massachusetts, supra note １３, at １４５６.
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VI．　今後の課題：気候変動訴訟における原告適格認容の可能性

１．　NEPA訴訟における原告適格の緩和

　手続法である国家環境政策法（National Environmental Policy Act：以下，

NEPA）では，原告適格はかなり緩やかに認められる。ルハンⅡ事件判決や

サマーズ事件判決を先導・執筆したスカリア判事でさえ，環境影響評価法

をはじめとする手続法の場合には，手続に着手してから，すべての手続が

完了するまでに相当な時間がかかるため，切迫性の要件もかなり緩やかに

解するべきであると述べている７７）。そのため，気候変動訴訟でも NEPAに

関する訴訟では，原告適格が認められやすいかもしれない。

（１）　２分する下級審の対応

　しかし，下級審においては，NEPA訴訟においてどの程度の蓋然性があ

れば原告適格を認めるかについて対応は２分している。コロンビア特別区

巡回区控訴裁判所では「実質的蓋然性」（substantial）という概念を用いて

定量的な確実性の立証を求めるが，第９巡回区控訴裁判所は合理的蓋然性

（reasonable probability）という概念を用いてかなり緩やかに切迫性を解し，

原告適格を認める傾向にある７８）。

　たとえば，コロンビア巡回区控訴裁判所は，政府が税法上の優遇措置が

認められるガソリン添加剤としてバイオ燃料を認める規則を制定したこと

に対して，環境保護団体が当該規則制定時に環境影響評価書（EIS）を作成

しなかったことを理由に規則の恒久的差止めと EIS作成を求めて出訴した

事件で原告適格を否定した。原告は，かかる規則によりバイオ燃料用の穀

物生産が増加し，農地が拡大する結果，原告がレクレーションに利用する
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７７）　ルハンⅡ事件最高裁判決脚注７（スカリア意見）は，「手続的権利は特別であり，
具体的な利益を保護するために手続的権利を付与された者は，救済可能性や切迫
性に関するすべての通常の基準に該当しなくとも，その権利を主張できる。なぜ
なら，手続的損害が生じる時期と当該損害が原告に具体的な損害を与える時期に
は大幅な時間差がしばしばあるからである」と述べている。Lujan, supra note ３, 
at ５７２ n. ７.

７８）　Florida Audubon Society v. Bentsen, ９４ F. ３d ６５８, ６６５–６７２（D.C. Cir. １９９６）.

１１２７（５６１）



区域で環境損害が生じると主張していた。

　判決は次のように判示した。第一に，穀物の増加によって現実的損害が

生じ，それが原告の利用する野生地域周辺で生じる地理的因果関係がない。

第二に，ルハンⅡ事件最高裁判決によれば，手続違反が原告自身の利益に

対する必然的な損害の発生を実質的にもたらしうることを証明しなければ

ならない。第三に，手続的要件を無視した行政機関の実体的行為が原告の

個別的な利益に対して損害をもたらす明白なリスクを作り出し，または現

存リスクを明白に増加させる実質的蓋然性がない限り，原告は適格を欠く

とした７９）。

　一方，第９巡回区控訴裁判所が合理的蓋然性に言及して原告適格を認め

た判決例としては，Citizens for Better Forestry v. United States Dept. of 

Agricultureがある。本件は，農務長官が森林計画作成基準を示すために作

成する全国統一規則，森林計画，個別事業実施計画の３段階からなる国有

林森林計画において，農務省および森林局が全国統一規則を制定する際に

従来 EISを作成していたものの，２０００年の規則作成では EAの公表のみで

EISを作成せず，EISのコメント手続も実施しなかったことなどから，複

数の環境団体が NEPA違反を根拠に訴えを提起した事件である。

　本判決は，次のように判示した。第一に，手続的損害を主張する原告は，

原告適格の基礎である具体的な利益の保護を意図していることを証明しな

ければならず，訴訟対象行為が自身の具体的な利益を脅かす合理的可能性

を立証する必要がある。第二に，原告は，被告（農務省）が特定の手続的

規則に違反したこと，その規則が原告の具体的利益を保護していること，

訴訟対象行為が原告の具体的利益を脅かす合理的蓋然性があることを主張

しなければならない８０）。
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７９）　本判決は，コロンビア特別区巡回区控訴裁判所の判断枠組みを確立したが，学
説上 NEPA訴訟の提起を実質的に不可能にするとの批判がある。畠山，前掲注
１，２１３–２１５頁。
８０） Citizens for Better Forestry v. United States Dept. of Agriculture, ３４１ F. ３d ９６１, 
９７２（９th Cir. ２００３）.
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（２）　将来の射程

　また，将来の射程についても，NEPAの場合は数年単位ではなく，かな

り遠い将来のことまで射程に入れるように目的条項で規定され，実際に下

級審では，NEPA関連の訴訟で数十年どころか数千年以上先の将来を射程

に入れ，原告適格を認めた判決例もある８１）。

　たとえば，Nuclear Energy Institute, Inc. v. EPA８２）はヤッカマウンテンの

高レベル放射性廃棄物処分施設に関する事件である。エネルギー政策法８０１

条は，EPAが全米科学アカデミーの勧告「に準拠し，かつそれに整合して」，

遵守期間を決定することを含めヤッカマウンテン地区に特化した基準（site-

specific standards）を設定することを求める。これにしたがって EPAが作

成した規則（４０ C.F.R.１９７）は，１万年の間ヤッカマウンテン処分場から放

出される放射線の人への安全曝露閾値を年間最大１５ミリレム以下に制限す

るようエネルギー省に求める健康安全基準を設定した。

　しかし，全米科学アカデミーは，１万年ではなく１００万年の防護期間を提

案していた。そこで，周辺住民や環境保護団体らの原告は，EPAの１万年

の基準設定が全米科学アカデミーの事実認定と勧告に整合しないとして，

防護基準の違法性を訴えた。原告の１人は，EPAが厳格な放射線防護基準

を採用しないことで，周辺地域の地下水を汚染し，健康に悪影響を及ぼす

と主張した。

　判決は，その原告がヤッカマウンテンから１８マイル離れた Amargosa渓

谷に居住し，そこで働いているため，彼の主張する地下水に関する損害が

仮説的でも憶測でもないとして，彼に原告適格を認めた。

　さらに裁判所は，たとえ放射線核種が地域の地下水を何千年も汚染しな

いとしても，彼には原告適格があるとした。ヤッカマウンテンから漏出す
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８１）　たとえば，数十年，数百年単位での将来的な被害発生も射程に入れて原告適格
を認めた下級審裁判例として，Concerned About Trident v. Rumsfeld, ５５５ F. ２d ８１７
（D.C. Cir. １９７７）; Potomac Alliance v. United States Nuclear Regulatory Commis-
sion, ６８２ F. ２d １０３０（D.C. Cir. １９８２）（per curiam）などがある。

８２）　３７３ F. ３d １２５１, １２５７, １２６６–１２７３（D.C. Cir. ２００４）.
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る放射線核種は，何千年もその地域に達しないかもしれないが，彼の損害

は，彼が処分場近くに住んでいることから，現実的または切迫したもので

あるとした。政府計画の７万トンの放射性廃棄物の埋め立てはそれ自体十

分な被害と言え，「高レベル放射性廃棄物と使用済み核燃料が現世代および

将来世代の公衆の健康および安全性と環境に悪影響を与えないことを確保

するために適切な予防がとられなければならない」と判示した。

　ただし，NEPAは手続法であるのため，原告適格が緩和されるからといっ

て実体的具体的な規制の発動や措置を期待できるわけではない８３）。

２．　州を原告とする訴訟～ parens patriae法理

　手続法のほかに，気候変動訴訟で原告適格が認められる（緩くなる）可

能性としては，マサチューセッツ事件最高裁判決で適用された parens 

patrie法理がある。

　マサチューセッツ事件判決法廷意見は，マサチューセッツ州の特別な地

位と利益は原告適格を判断する際に重要で，本件で審理を求める当事者が

主権的な州であるのか，ルハンⅡ事件のように私人であるのかは重要な問

題になると指摘した。

　本判決法廷意見は，州の自然資源と州民の健康に対する州の準主権的利

益を理由に当該州外の大気汚染から州民を守る上で州民のために訴訟を起

こす権限をジョージア州に認めた１９０７年テネシー・コッパー事件のホーム

ズ意見８４）を引用して，州が通常の訴訟当事者ではないことを最高裁が昔か

ら認識してきたと述べた８５）。

　その上で，法廷意見は，「マサチューセッツ州は事実上，影響をうけると

申し立てられた領土の大部分を領有しており，本件の結果に対する利害関

係は連邦司法権の行使を保証する上で十分に具体的であるという結論を補

下村：気候変動訴訟と原告適格
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８３） Mank, supra note １５, at ５９–６７.
８４）　Georgia v. Tennessee Copper, ２０６ U.S. ２３０, ２３７（１９０７））.
８５）　Massachusetts, supra note １３, at １４５３–１４５４.
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強する８６）」と述べ，州が市民の健康と福祉の準主権的利益を保護する原告

適格を有するとした。

　この準主権的利益とは，連邦システムにおいて，州が軍事，外交，連邦

法先占の３つの重要な主権を連邦政府に委譲し，州民の健康，福祉，自然

資源に関する利益は州が保持することを指す。法廷意見は，かかる州の役

割にもとづいて，州には連邦裁判所に出訴できる準主権的権利があるとし

た。そして，この準主権的権利の保護が，連邦議会が二酸化炭素を大気汚

染物質にするよう請願したにもかかわらず請願が拒否された場合に「恣意

的・専断的」であるとして異議を申し立てる手続的権利を定めたことと利

害を一致させるため，マサチューセッツ州は原告適格の分析において特別

な地位が付与されるとした。それゆえに，法廷意見は，マサチューセッツ

州が原告適格を有すると判示したのである８７）。

　もっとも，parens patriae法理の適用は，州の特別な地位にもとづくため，

その行使方法については今後検討されなければならないだろうし，常に州

が原告となって気候変動訴訟，環境訴訟を遂行するとは限らない。市民訴

訟条項を活用して，環境団体が環境訴訟を提起することが多いアメリカに

おいて，マサチューセッツ事件はかなり特異なケースと言える８８）。
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８６） Id., at １４５４.
８７）　Id., at １４５４–１４５５.
８８）　parens patriaeの行使について，学説で共通しているのは，州の法務長官が par-
ens patriaeとして直接に出訴できるという点である。ただし，アメリカでは，州
の法務長官は一般的に選挙で選ばれるため，parens patriae訴訟が政治化する危険
が指摘される。Allan Kanner, The Public Trust Doctrine, parens Patriae, and the 
Attorney General as the Guardian of the State’s Natural Resources, １６ Duke Envtl. 
L. & Pol’y F. ５７, １０７–１０８（２００５）; Bradford C. Mank, Should States Have Greater 
Standing Rights Than Ordinary Citizens?: Massachusetts v. EPA’s New Standing 
Test for States, ４９ Wm. & Mary L. Rev. １７０１, １７８０–１７８１, １７８３–１７８４（２００８）; Dru 
Stevenson, Special Solicitude for State Standing: Massachusetts v. EPA, １１２ Penn 
St. L. Rev. １, ３７–４０, ４２–５０（２００７）.
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VII．　お　わ　り　に

　本稿は，気候変動訴訟を素材にアメリカにおける原告適格，とくに事実

上の損害を中心に検討した。日本の原告適格の枠組みでは法益侵害が相当

程度絶対的なものとして扱われるが，アメリカでは，それが具体性や切迫

性などの損害の性質とともにかなり相対的なものとして扱われている。個

別環境法の立法趣旨や目的とともに個別具体的な損害の中身から法益侵害

の有無を考慮する仕組みといえよう。

　また，アメリカの原告適格法理には，マサチューセッツ事件では考慮さ

れたが，これまでの一連の最高裁判決に鑑みるに回復不能性を含む環境損

害の重大性の要素がほぼ考慮外に置かれている点が指摘される。

　この点について，重大性を考慮しないがゆえに最高裁判例間で利益バラ

ンスが取れていないと思われる。レイドロー事件やサマーズ事件では，人

に対する被害に対しては合理的関心や特定性がなければならないと利益侵

害を明確にすることが求められたが，マサチューセッツ事件ではそのよう

なことを立証していないにもかかわらず，原告適格を認めた。もっとも，

重大性を考慮しないがゆえに，アメリカではレクレーションや審美性，景

観といったものにまで利益範囲が拡大されたと言えるかもしれない。
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